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地 方 税 の 滞 納 整 理 の 流 れ

滞納処分の停止(法15の7)
・要件:

― 滞納処分をすることができる財産がないとき。
二 滞納処分をすることによつてその生活を著しく窮迫させるおそれが

あるとき。
三 その所在及び滞納処分をすることができる財産がともに不明である

とき。
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合
徴収猶予(法15)

・期間11年(延長最大2年まで)
日要件 :

一 納税者又は特別1数収義務者がその財産につき、震災、風水害、

二納税者若謁蝙鶏職叢豪肇薯貸程囃3薯暫諸計を引こす
る親族が病気にかかり、又は負傷したとき。

三 納税者又は特別徴収義務者がその事業を廃止し、又は休止し

たとき。
西 納税者文は特別徴収義務者がその事業につき著しい損失を受
.け

たとき。
五 前各号の一に該当する事実に類する事実があつたとき。

換価猶予(法15の5)

・期間 :1年(延長最大2年まで)
・要件 :

― その財産の換価を直ちにすることによりその事業の継続又はそ
の生活の維持を困難にするおそれがあるとき。

二 その財産の換価を猶予することが、直ちにその換価をすること

に比して、滞納に係る地方団体の徴収金及び最近において納付
.  

し、又は納入すべきこととなる他の地方団体の徴収金のイ数収上

有利であるとき。

不納欠損
①滞納処分の停止3年継続
②滞納処分の停止に係る即時消滅
③消滅時効
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